偽装ラブホテル建設をめぐる住民の活動 : まちづくり協定から条例制定へ by 高橋 佳子
177














































































































































































































































魚崎郷 第一中高住専 ○ 地区計画（2009.12.22） ○
魚崎東部 第一中高住専
青木 第一住居、近隣商業 ○
地区計画
（2011.12.13）
青木南 第一住居、準工業 ○
まちづくり協定
（2008.8.19）
本庄 第一住居、工業
深江 第一住居、準工業、近隣商業 ○
地区計画
（2010.6.15）
186 （85）
これにより、事実上43号線をはさむ地域以南はほぼ地区計画によって
ホテル、旅館の建築ができない地域となった。
（2）地区計画の内容
次に、最近決定された青木地区の地区計画の内容を紹介する。他の地区
もほぼ同内容で決定している。
地区を3地域に分けて、用途を制限しているが、どの地域においてもホ
テル、旅館は禁止としている。
地区の細区分 用途の制限 用途地域
駅前地区
次の号に掲げる建築物は建築しては
ならない。
1．ホテル、旅館
2．倉庫業倉庫
3．準居住地域に建設してはならな
い自動車修理工場、工場、危険物
の貯蔵又は処理に供するもの
近隣商業施設
国道43号線沿道地区
次の号に掲げる建築物は建築しては
ならない。
1．ホテル、旅館
2．マージャン屋、ぱちんこ屋、射
的場、勝馬投票券発売所、場外車
券発売売り場その他これらに類す
るもの
準居住地域
一般市街地地区
次に掲げる建築物は建築してはなら
ない。
1．ホテル、旅館
第1種居住地域
（3）まちづくり協定と地区計画
神戸市では1981年に制定された「神戸市地区計画及びまちづくり協定
等に関する条例」があり、震災からの復興まちづくりにも大きな力になっ
たとされている。
この条例によると、まちづくり協定は以下のように規定されている。
（まちづくり協定への配慮）
第10条　住民等は、建築物その他の工作物の新築、増築又は改築、土地
の区画形質の変更等を行おうとするときは、まちづくり協定の内容に配
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慮しなければならない。
（行為の届出の要請）
第11条　市長及びまちづくり協議会は、まちづくり協定を締結したとき
は、当該まちづくり協定に係る地区内において、次の各号に掲げる行為
を行おうとする者に対し、規則で定めるところにより、あらかじめ、そ
の内容を市長に届け出るように要請することができる。
（1）建築物その他の工作物の新築、増築若しくは改築又は用途の変更
（2）土地の区画形質又は用途の変更
（3）前2号に掲げるもののほか、住み良いまちづくりの推進に影響を及
ぼすおそれのある行為で規則で定めるもの
（届出に係る行為についての協議等）
第12条　市長は、前条の規定による要請に基づき届出があつた場合にお
いて、届出に係る行為がまちづくり協定に適合しないと認めるときは、
当該届出をした者と必要な措置について協議することができる。
２　市長は、前項の規定により協議する場合において、必要があると認
めるときは、まちづくり専門委員の意見を聴くことができる。
３　まちづくり協議会は、第1項の規定による協議について、市長に意
見を述べることができる。
これに対して地区計画は、都市計画法による一定の地域を整備・開発・
保全するための市町村が定める計画であり、法律上の拘束力がある。まち
づくり協定で定着した地域のルールを地区計画の素案として神戸市に提案
し地区計画にするのが通例である。
「神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例」では
第5章　地区計画等
（地区計画等）
第13条　本章は、法の規定により地区計画等の案の作成手続に関して必
要な事項を定めるものとする。
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（地区計画等の案の作成に係る公告及び縦覧）
第14条　市は、地区計画等の案を作成しようとするときは、あらかじめ、
その旨並びに当該地区計画等の種類、名称、位置及び区域を公告し、当
該地区計画等の案の内容となるべき事項（以下「素案」という。）を2
週間公衆の縦覧に供しなければならない。
２　市は、前項の規定により素案を公衆の縦覧に供しようとするとき
は、あらかじめ、素案の縦覧開始の日及び縦覧場所を公告しなければ
ならない。
（説明会の開催等）
第15条　市は、素案の内容を周知させるため必要があると認めるときは、
説明会の開催、広報紙への掲載その他の適切な措置を講じるものとする。
２　市は、前項の規定により説明会を開催しようとするときは、開催の
日前7日までに開催の日時及び場所を公告しなければならない。
（意見の提出方法）
第16条　素案に対する意見は、第14条第1項の縦覧開始の日から起算し
て3週間文書により提出することができる。
都市計画審議会が地区計画として決定すれば、法律により条例で禁止し
たのと同じ法的効果が期待される。
しかし東灘区の場合でも、地区計画にまで進んだ地域と、まちづくり協
定にとどまり地区計画にまで進めていない地域が半々の状態である。
理由として考えられるのは、その地域に権利関係を有する住民の、利害
関係が全員一致することはまずない。地区計画として申請をすることに
よってかえって地域住民の意見が割れたり、無用のトラブルを招くことを
避けるために協定にとどめることを選ぶ場合がある。
協定の効果は、届出義務や協議の対象になることによって一定の歯止めに
はなるが、それでも事業者が建設を強行した場合には対抗する手段がない。
しかしこれでは、ラブホテルやパチンコ店の建設禁止など、大多数の住
民が合意した内容が守られることが必ずしも保障されない。
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５ 芦屋市　六麓荘の事例　住民の合意から条例へ
神戸市東灘区の東側に境界を接して芦屋市が位置している。芦屋市では
2008年都市景観条例を改正して市内全域を景観地区に指定した。これに
よってラブホテル、パチンコ屋などが全市域において建設・営業できない
ことになった。
ここに至る過程で注目されるのが、同市北部の六甲山麓に位置する六麓
荘の住民の活動である。かいつまんで紹介すると、
六麓荘の歴史
1928年（昭和3年）「株式会社六麓荘」によって民間開発された六甲山
麓の高級住宅地であり、当初の敷地規模は一戸当たり200～1000坪以上
であった。
開発直後から六麓荘町内会が組織され、独自の協定を設けて高級住宅地
としての環境維持に努めてきた。一戸建ての個人住宅に限る、新築や増築
には町内会の承認が必要、営業行為禁止等である。
近年、世帯の交替、相続問題などの原因で土地を手放すケースが増加、
六麓荘町内でも大きな敷地が乱開発されたり、庭（樹木）のない小区画の
家が建つなど、街が変わっていくことに、住民の危機意識が募り、自分た
ちの紳士協定だけでは限界があると判断した。
2004年 まちづくり協議会発足
2005年 地区計画案作成
2006年 地区計画案を全会一致で承認し、住民案として市に提出
都市計画審議会において都市計画決定
六麓荘の建築協定をそのまま格上げして景観保護条例案とする
芦屋市議会にて可決
2007年 施行
2008年 都市景観条例を改正して市内全域を景観地区指定へ
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住民意思がそのまま条例になった一つの事例である。
６ 住民の意思と条例
東灘区では、まちづくり協議会のまちづくり協定、地区計画協定によ
り、ほとんどの地域がラブホテル建設禁止区域になっている。この方法に
よって地域ごとにまちづくり協定から地区計画に進んでいけば実質的にラ
ブホテル建設は阻止されるからいいではないかという意見もあるだろう。
しかし、この方法は時間がかかる。ラブホテル建設計画が持ち上がってか
ら、地域ごとに協定や地区計画を作っていくのでは間に合わないおそれが
ある。
東灘区のこれだけの地域でラブホテルに対する住民の意思がはっきりと
表明されている。この住民の意思を条例とすることには、合理的な理由が
あり住民、議会の理解が得られると考えられる。
条例で禁止するとしても、神戸市全域で一度に規制する必要はなく、区
別に禁止地域を指定してもいいのではないだろうか。
神戸市には「神戸市民の住環境等をまもりそだてる条例」があり、文教
地区内では、以下のような規定によってホテル、旅館そのものの建築がで
きない。東灘区のように住民が地域内にホテル、旅館を建設することを拒
否する意思を明確にしている地域においては文教地区に準じて禁止するこ
とが地域自治の範囲を超えているとは思われない。
「神戸市民の住環境等をまもりそだてる条例」
（文教地区内の建築の制限）
第18条　文教地区内においては、次に掲げる用途に供するための建築物
は、建築してはならない。ただし、市長が文教上必要があると認め、又
は文教上の目的を害するおそれがないと認めて許可した場合は、この限
りでない。
（1）カフェー、料理店、キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホール、舞
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踏教習所その他これらに類するもの
（2）ホテル、旅館又は簡易宿所
（3）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法
律第122号）第2条第6項第1号に該当する営業に係る公衆浴場その
他これに類するもの
（4）劇場、映画館、演芸場又は観覧場
（5）マージャン屋、ぱちんこ屋、ボーリング場又は環境を害するおそれ
のある屋内プール若しくは屋内スケート場その他の遊技場
（6）前各号に掲げるもののほか、文教上の目的を害するおそれのある
もの
おわりに
神戸市は、2004年に制定された「神戸市民による地域活動の推進に関
する条例」により、次のように市民、地域組織及びNPOの役割、事業者、
市の役割を明確にしている。
（市民の役割）
第3条　市民は、自主性及び自律性が尊重される中、まちづくりにおける
自らの立場を自覚し、積極的に協働と参画のまちづくりに努めるものと
する。
２　市民は、身近な地域及び市政に対する関心を自ら高め、活動するよ
う努めるものとする。
（地域組織及びNPOの役割）
第4条　地域組織及びNPOは、地域社会でその一員として自己の責任の
下に活動し、広く地域住民から理解され、及び支持されるよう努めると
ともに、必要に応じて、他の地域組織、NPO、事業者その他の団体（以
下「地域組織等」という。）及び市と連携して地域活動の推進に努める
ものとする。
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（事業者の役割）
第5条　事業者は、地域社会の一員であることを認識し、地域活動に関す
る理解を深めるとともに、必要に応じて、他の地域組織等及び市と連携
して地域活動の推進に努めるものとする。
（市の役割）
第6条　市は、市民による地域活動の自主性及び自律性を尊重しなければ
ならない。
２　市は、協働と参画のまちづくりを推進するため、市民が自ら地域に
おける課題の解決に向けて取り組むことができるよう、必要な施策を
講じなければならない。
３　市は、市民が自ら地域における課題について考え、及び行動するこ
とができるよう、市政に関する情報の公開及び提供を図り、市民と市
の情報共有に努めなければならない。
４　市は、市職員に対する協働と参画のまちづくりに関する啓発、研修
等を実施し、職員が協働と参画のまちづくりの重要性の認識を深める
よう努めなければならない。
地域の住民が地域の課題解決に向けてまちづくり協定や地区計画という
かたちで表明したまちづくりの意思を、条例制定というかたちで、市は尊
重しなければならないのではないだろうか。
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